
三菱日立パワーシステムズ環境ソリューション株式会社

流動資産 流動負債

現金及び預金 電子記録債務

受取手形 買掛金

売掛金 未払費用

原材料貯蔵品 親会社未払金

仕掛品 未払諸税金

前払費用 未払消費税

前渡金 前受金

立替未収金 預り金

短期貸付金 工事保証引当金

仮払金 受注工事損失引当金

貸倒引当金 　　　流動負債合計

　　　流動資産合計

固定負債

固定資産 退職給付引当金

有形固定資産 役員退職慰労引当金

建物及び建物附属設備 繰延税金負債（固定）

機械装置 　　　固定負債合計

工具器具備品

建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

株主資本

無形固定資産 資本金

のれん 資本剰余金

ソフトウェア その他資本剰余金

　　　無形固定資産合計 　　　資本金・資本剰余金合計

投資その他の資産 利益剰余金

出資･保証金 利益準備金

長期前払費用 別途積立金

社員貸付金 繰越利益剰余金

繰延税金資産（固定） 　　　利益剰余金合計

　　　投資その他の資産合計

　　　固定資産合計

資産合計

貸　借　対　照　表

2019年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ）

負債合計

（　純　資　産　の　部　）

純資産合計

負債及び純資産合計

4,557,058,790

25,321,457,988

139,446,407

3,964,787

2,672,741

1,913,365,632

2,059,449,567

13,000,000

225,651,761

2,203,241,498

68,715,964

2,271,957,462

20,764,399,198

37,246,533

115,626,674

59,778,554

金額

14,194,716

33,346,228

11,535,727,693

33,999,896

324,979,709

4,253,160

81,934,959

147,131,325

8,450,600,250

-2,873,596

141,104,858

3,844,791,125

4,294,791,125

25,321,457,988

49,471,500

3,795,319,625

450,000,000

450,000,000

260,098,445

1,519,515,038

21,026,666,863

19,507,151,825

1,184,426,593

74,990,000

304,078,729

8,344,202,919

37,251,002

1,553,379,260

1,542,000,000

1,654,982,896

3,963,191,624

666,434,893

1,104,365,602

337,264,900

金額科目 科目

（金額単位：円）

（ 資 産 の 部 ）



三菱日立パワーシステムズ環境ソリューション株式会社

【売上高】

　　売 上 高

【売上原価】

　　売上原価

【販売費及び一般管理費】

　　販売費及び一般管理費

【営業外収益】

　　受取利息及び配当金

　　雑損益

　　　　　　　計

【営業外費用】

    支払利息

　　固定資産除却損

    為替差損益

　　雑損益

　　　　　　　計

【特別損益】

　　法人税，住民税及び事業税（当年度）

　　法人税，住民税及び事業税（過年度更正分）

　　法人税等調整額

　当期純利益

損　益　計　算　書

2018年 4月 1日から
2019年 3月31日まで

3,431,687

科　　　　　目

　　売上総利益

営業利益

経常利益

585,946

1,140,432

15,294,560

96

4,760,047

金額

24,739,108,797

7,243,436,223

3,270,982,339

3,972,453,884

31,982,545,020

金額

（金額単位：円）

8,191,734

17,021,034

3,963,624,584

3,963,624,584

1,375,726,576

72,703,045

△ 65,201,933

2,580,396,896

税引前当期純利益



1.重要な会計方針に係る事項に関する注記  

　(1)資産の評価基準及び評価方法
　　　①棚卸資産
　　　　仕掛品　個別法による原価法
          　　　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

　(2)固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産
 　　　 建物(建物附属設備を除く)は定額法、建物以外は定率法または定額法
　　　②無形固定資産
　　　　定額法

　(3)引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金
　　　　金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、
　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
　　　　している。
　　　②受注工事損失引当金
　　　　受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が確実視され、かつ
　　　　その金額を合理的に見積もることができる工事について、翌年度以降に発生が見込まれる
　　　　損失を引当計上している。
 　　　 なお、受注工事損失引当金計上対象案件のうち、当事業年度末の仕掛品残高が当事業年度
        末における未引渡工事の契約残高を既に上回っている工事については、その上回った金額
        は仕掛品の評価損として計上しており、受注工事損失引当金には含めていない。
      ③退職給付引当金
        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
        額に基づき計上している。制度変更に伴う過去勤務費用及び数理計算上の差異は残存平均
        で除した金額を発生事業年度より費用処理している。
      ④役員退職慰労引当金
        取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業
        年度末要支給額を計上している。

  (4)収益及び費用の計上基準
      当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進
      行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については、
      工事完成基準を適用している。

  (5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
      ①消費税等の会計処理
        消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対
        象外消費税等は発生事業年度の期間費用としている。

2.貸借対照表に関する注記

  (1)減価償却累計額
     有形固定資産の減価償却累計額　181,520千円

　(2)保証債務
　　 金融機関借入金等に対する保証債務
     社員（住宅資金等借入） 

　(3)関係会社に対する金銭債権債務
　　 短期金銭債権  1,828,359千円
　　 短期金銭債務    569,068千円

3.損益計算書に関する注記
　(1)関係会社との取引高
　　 営業取引
     売上高  3,531,207千円
     仕入高  2,130,906千円

個　別　注　記　表



4.株主資本等変動計算書に関する注記

  (1)発行済株式の種類及び数
     普通株式        2株

  (2)自己株式の種類及び数
     普通株式　　　該当事項無し。
     配当に関する事項
     ①配当金支払額
       該当事項ありません。
     ②基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌年度となるもの
       2019年6月28日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する。
　　　　　金銭による配当
　　　　　　株式の種類　　　
　　　　　　配当金の総額
　　　　　　配当の原資
　　　　　　１株当たり配当額
　　　　　　基準日
　　　　　　効力発生日

5.税効果会計に関する注記

  (1)繰延税金資産の主要因
     繰延税金資産の発生の主な要因は、退職給付引当金損金算入限度超過額、残工事および資産
     調整勘定等である。

6.金融商品に関する注記

  (1)金融商品の状況に関する事項
     当社の資金運用は、三菱重工業株式会社が運営するキャッシュ・マネジメントシステムを用
     いて運用している。
     受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク軽減を図って
     いる。

  (2)金融商品の時価等に関する事項
     2019年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りで
     ある。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていない。

(金額単位：千円)

①現金及び預金
②受取手形及び売掛金
③短期貸付金

　　　　※負債に計上されているものについては（　）で示している。

　　　(注1)金融商品の時価の算定方法

　　　　①現金及び預金
  　　　　預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　　　　よっている。
　　　　②受取手形及び売掛金
  　　　　その大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
　　　　　帳簿価額によっている。
　　　　③短期貸付金
　　　　　短期貸付金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
　　　　　帳簿価額によっている。
　　　　④電子記録債務
  　　　　電子記録債務は短期間で決裁されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
　　　　　該帳簿価額によっている。
　　　　⑤買掛金
  　　　　買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
　　　　　価額によっている。

1,032,158千円
普通株式

利益剰余金

2019年3月31日
2019年6月28日

516,079,000円

計上額(※)

④電子記録債務
⑤買掛金 0

14,195
11,569,074

(1,654,983)
(3,963,192)

14,195

8,450,600 8,450,600 0

貸借対照表
時価(※) 差額

0
11,569,074 0

(1,654,983) 0
(3,963,192)



7.関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

親会社 三菱重工業株式 無し IT等のインフラ関連 利用料および委託料の
(MHPS･･･被所有･直接65%) の利用契約、知的財 支払等

産関連の管理業務委
託等

親会社 三菱日立パワー 被所有 当社製品の製造販売 発電用等の集じん装置
システムズ株式 直接100% ・据付・保守業務の 等の製造販売・据付・
会社(MHPS) 請負、資金の援助、 保守業務(含.電気工事)

役員の兼任等 の請負、資金の借入等

(金額単位：千円)

(売上高)
(仕入高)

取引条件及び取引条件の決定方針等
  注1. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定している。
  注2. 取引金額には消費税を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

　(2) 兄弟会社等 

兄弟会社 エム・エイチ・ 無し 資金の貸付・借入 当社運転資金の貸付･借入

アイ・ファイナ 及び利息の受払並びに当社

ンス株式会社 支払処理の代行業務

(金額単位：千円)

短期貸付金の増加
(受取利息)
短期借入金の返済
(支払利息)

　(3) 役員及び個人主要株主等
役員及びその近親者と当社との取引について、該当事項はありません。

8.1株当たり情報に関する注記

　1株当たり純資産額   2,147,396千円
　1株当たり当期純利益 1,290,198千円

9.企業結合等に関する注記

　該当事項ありません。

10.重要な後発事象に関する注記

　該当事項ありません。

種類 会社等の名称 関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
3,300,601

117,613

科目

(被所有割合)

売掛金 1,703,398
186,552

0

8,450,600
期末残高

短期借入金 0
0

取引金額
6,576,510

3,419
短期貸付金

科目

議決権等の所有

期末残高

買掛金

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有割合)

関連当事者との関係 取引の内容


